
１１１１　　　　見直見直見直見直しししし内容内容内容内容

（１）乳幼児等の拡大について

小学３年生までの対象を、小学６年生の入院・通院まで拡大する。

長野市次世代育成支援行動計画（ながの子ども未来プラン）では、対象年齢の目標

を小学６年生まで、としている。少子化対策、子育て支援が喫緊の課題であること

や、県内他市と比較し対象年齢が低いこと等から、早急に拡大する必要がある。

なお、所得制限については現状どおりとする。

 ４億4,300万円  ５億9,100万円

（２）精神障害者（２級手帳所持者）の拡大について

通院における給付対象を「自立支援医療（精神科）のみ」としていたものを

「外来全般」まで拡大する。また、本人の所得制限についても「所得税非課税」

から「特別障害者手当準拠」に拡大する。

精神障害者（２級手帳所持者）については、他の障害区分（身体、知的）と比較し、

通院の給付対象範囲に違いがあることから、これを解消する必要がある。

併せて、所得制限についても受給資格に差が生じないよう１級と同じとしたい。

２，０００万円  ３，７００万円
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（３）入院時食事療養標準負担額（食事代）の給付廃止について

乳幼児等における入院時食事療養標準負担額（食事代）の給付を廃止する。

平成１５年度に県補助が廃止されて以来、経過措置的に市単独事業で実施している

ものである。現在の状況を見ると、県内市町村の８割は給付を実施していないこと、

食事給付額は入院における給付額と比較してきわめて少額であること、などを総合的に判断

し、今回の対象年齢の拡大に併せ廃止することはやむを得ないものと考える。

（参考　給付の状況）

（参考　県内市町村、中核市の状況）

（４）実施時期について

　　上記の拡大及び廃止は、いずれも平成２４年１０月実施を予定したい。
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左の内全額補助
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半額補助

入院給付額（Ｃ） 40,051千円 53,822千円 49,332千円

対象人数（Ｄ） 959人 1,221人 1,123人

１人当り給付額
　　　　Ｄ／Ｃ

41,000円 44,000円 43,000円

平均入院日数 6.5日 6.2日 6.3日

1,000円未
満切捨て


